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RIETI（独立行政法人経済産業研究所）は、経済産業省と協力し、民間企業の研究開発投資の維
持・拡大に研究開発税制がどの程度貢献しているか検証をします。この調査・研究は池内健太上
席研究員を中心に実施します。 
 
（参考） 
研究開発税制とは、企業が研究開発を行う場合に、法人税額を一定割合（試験研究費の 1％～
14%）控除できる制度です。法人税の税額控除措置では国内最大規模（約 5,000億円）である
ことから、その効果をしっかり検証し、必要な見直しを行っていく必要があります。RIETIで
は、EBPMの観点から、経済産業省と協力し、これまでに行われた税制改正のうち、特に影響度
の大きいと思われるものについて、その政策効果の研究調査を行うこととします。 
 
EBPM（Evidence Based Policy Making：証拠に基づく政策立案）とは、政策の企画をその場限
りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基
づくものとすることです。限られた予算・資源のもと、各種の統計を正確に分析して効果的な政
策を選択していく EBPMの推進は、2017年以降、政府の経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）にも毎年掲げられており、今後もますます重要性が増していくことが予想されます。 
 
【関連リンク】 
○経済産業省関連ページ 
https://www.meti.go.jp/press/2023/06/20230623001/20230623001.html 
◯研究開発税制とは 
https://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/tax/about_tax.html  
○RIETIとは 
https://www.rieti.go.jp/jp/about/about.html  
○総合的 EBPM研究 
https://www.rieti.go.jp/jp/projects/program_2020/pg-09/001.html  
○日本における 2015年度研究開発税制の制度変更の効果分析：オープンイノベーション型の拡
充と繰越控除制度の廃止の影響 
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/22j027.pdf  
 

民間企業の研究開発投資の拡大に税制措置は効果があるのか？ 
〜 RIETIが政策の効果検証に着手 〜 

【本件に関するお問い合わせ先】 
 独立行政法人経済産業研究所 クロスメディア担当：渡邉 

Eメール：pr-general@rieti.go.jp 
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